
（単位：円）

石末Ⅲ地区事業費 453,600 453,600
地籍調査面積
13ha

石末Ⅳ地区事業費 3,745,424 3,745,424
地籍調査面積
11ha

区画整理事業費 172,495,049 62,156,000 110,339,049

区画整理事業費
（繰越明許費）

121,742,748 56,650,000 5,600,000 59,492,748

区画整理事業特別会計繰出金 170,546,000 170,546,000

駅駐輪場整備事業 3,801,000 3,801,000
駐輪場の整備
100％

町道３４８号線歩道整備事業 5,166,000 5,166,000
町道348号線歩道整備
100％

駅周辺整備事業費 1,917,300 1,917,300

駅周辺整備事業費
（繰越明許費）

11,676,000 11,676,000

町道５６０号線道路整備事業
（繰越明許費）

3,402,754 3,402,754
町道560号線道路整備進
捗率
100％

町道４０８号線道路拡幅改良事
業費

4,294,500 4,294,500 工事延長　170ｍ

町道４０７号線道路拡幅改良事
業費

3,517,500 3,517,500 工事延長　180ｍ

橋梁点検・修繕計画策定事業 1,842,750 1,842,750 点検、修繕計画

達成状況

　建物移転補償費において、未契約繰越が３棟
あったが、全て地権者の合意を得ており全体的に
は概ね計画的に進めることができました。今後も平
成23年度末の事業完了を目指し計画的に進めて
いきます。

　駅東口周辺の事業が計画的に実施され、東西
自由通路と一体となり、利便性の向上を図ることが
できました。また、ちょっ蔵ホールや商業施設の利
用者数が増え、新たな賑わいを創出することがで
き、中心市街地の活性化に寄与しています。

100.00%

施策目標と基準値

事　務　事　業

活動指標

駅周辺整備の進捗率
100％

家屋移転戸数進捗率
80％

家屋移転の進捗率
　平成16年度進捗率　60.9％
　　（67戸／110戸）
　平成22年度進捗率　100.0％

１．かいてき～都市・生活基盤分野～快適に暮らせるまち

1-1.計画的な市街地整備

1-2.利便性の高い道路網の形成

平成20年度
事務事業名

20年度決算額
施　策

平成20年度
施策進捗

施　　策

1-1-1
宝積寺駅西第一土地区
画整理事業

1-1-3
宝積寺駅及び駅周辺整
備事業

財　源　内　訳

地方債国県支出金 一般財源特定財源

JR宝積寺駅の橋上駅及び関連道路の進
捗率
　平成16年度進捗率　31.4％
　平成20年度進捗率　100％

80.00%



（単位：円）

町道436号線道路改良事業費 11,329,500 11,329,500

町道436号線道路改良事業費
（繰越明許費）

4,554,850 4,554,850

町道348号線道路改良事業費 8,690,000 8,690,000
工事延長　429.8ｍ
（事業は翌年度に繰越）

町道380号線舗装修繕事業費 49,444,500 24,722,000 11,000,000 13,722,500

町道380号線舗装修繕事業費
（繰越明許費）

32,390,000 14,400,000 17,990,000

1-2-2
主要幹線道路の整備促
進

主要幹線道路要望事業費 96,070 96,070

要望路線数　3路線
（地域高規格道路国道408
号、県道北高氏家線、花
岡挟間田線）

主要幹線道路整備進捗率
(国・県道１１路線中８路線が完成)
　平成16年度整備進捗率　72.7％
　平成22年度整備進捗率　81.8％

72.70%

　県道については、上高根沢・氏家線の南への延
伸事業への着手、花岡・狭間田線の調査、また、
国道４０８号線の説明会が開催され、一定の進展
が見られました。

1-2-3
農道の整備

県単農道整備事業費 14,845,950 5,201,000 9,644,950
3路線の完成
66.7％

農道舗装率
舗装延長18,752m/農道延長92,643m
　平成16年度舗装率（防塵舗装含）
20.2％
　平成22年度舗装率
23.4％

23.40%

　当初計画の３路線に対し、２路線の整備となった
が、農業の振興及び農村環境の改善に資すること
ができました。

1-2-4
道普請事業の推進

道普請事業費 4,563,667 4,563,000 667
住民からの申請による整
備延長
1,023ｍ

道普請事業実施箇所数
　平成16年度事業実施箇所数
　7箇所
　平成22年度まで毎年　10箇所

5箇所

　自分たちの道路を自分たちの手で整備すること
により、地域住民の連帯感や道路に対する愛着の
醸成を図ることができ、まちづくりの手段としても有
効です。

1-3-1
公共交通システムの体系
化と運用

公共交通システム整備費 121,000 121,000

地域公共交通会議の設置
及び開催回数
地域公共交通会議２回
  　　同　　　分科会１回

元気あっぷ巡回バス、福祉バス、児童送迎
バスの利用者数
　平成16年度利用者数　37,500人
　平成22年度利用者数　41,700人

34,598人

　新たな交通システムの構築のため、高根沢町地
域公共交通会議において、デマンド交通システム
を活用し運行するための高根沢町地域公共交通
総合連携計画の策定及び事業計画認定申請を決
定しました。

1-3-2
民間生活路線ﾊﾞｽの維持
確保対策

民間生活路線バス運行補助 4,857,213 4,857,213
バス路線の維持
３路線

・生活路線バス1日当たり便数
　平成16年度1日便数　16便
　平成20年度まで1日便数　16便

・生活路線バス1日当たり乗客数
　平成16年度1日乗客数　272.5人
　平成20年度まで1日乗客数　260人

15便

592.1人

　今後は利用者のニーズに応じたデマンド運行に
よる利便性の向上や交通弱者の足の確保が図ら
れることから、地域行政と県、交通事業者により広
域公共交通の体制やネットワークの見直しを行っ
ているところです。

配水管布設工事（宝積寺地区）
（繰越明許費）

1,953,000 1,953,000
整備延長
354.6ｍ

区画整理事業に伴う配水管布
設替工事

14,112,000 14,112,000
配水管の布設延長
734.85m

配水管布設替工事費
（宝積寺地区）

69,625,500 7,500,000 3,738,000 58,387,500
石綿セメント管の更新延長
1,509.22m
（全体延長　L=25,616m）

配水管布設工事費
（宝積寺地区）

49,234,500 2,908,500 46,326,000
配水管布設工事総延長
1,908.09m

配水管布設工事費
（仁井田地区）

6,825,000 535,500 6,289,500
配水管布設工事総延長
405.25m

　国庫補助事業の採択を受け平成26年度までに
石綿セメント管を耐震管に布設替（更新）を実施す
る計画概要を、町広報において広く周知し工事に
係る交通対策等について理解と協力を得ました。
　有収率の向上と経営環境の改善を図るうえで、
石綿セメント管の更新は必要な事業であり管の老
朽化による漏水の防止、耐震化の強化が図られま
した。

達成状況

　国の施策あるいは関係機関との調整の関係で、
繰越事業が多く評価は困難です、事業の早期完
了を目指すとともに、整備後の効果を検証し、後
期計画に向けて、町の財政状況や町民の要望を
反映させた施策を展開していきます。

　他事業と計画的に事業を推進した結果、施工延
長を伸ばすことができた。
　本管から分岐した複数の給水管を整理すること
で、各戸への給水が安定し併せて管の維持管理
が容易になりました。

水量・水圧不足解消進捗率
総延長10,000m
　平成16年度進捗率　0..0％
　平成22年度進捗率　41.2％

39.40%

41.67%

81.5％

38.70%

石綿セメント更新整備計画延長
25,616m
　平成16年度進捗率　12.9％
　平成22年度進捗率　61.0％

1-4.安心・安全・安定した水道水の供給

20年度決算額

施策目標と基準値
平成20年度
施策進捗

1-4-2
市街地配水管網整備事
業

全線完了916m
（事業は翌年度に繰越）

財　源　内　訳

一般財源

1-2-1
幹線道路の整備

1-3.公共交通の充実

1-4-1
石綿セメント管更新事業

事　務　事　業

・幹線道路整備進捗率
　（町幹線道路24路線中8路線が完成）
　平成16年度整備進捗率　33.3％
　平成22年度整備進捗率　75.0％

・市町村道舗装率（簡易舗装含む）
　平成16年度町道舗装率　80.9％
　平成22年度整備進捗率　82.4％

工事延長1,055.6ｍ

平成20年度
事務事業名

施　　策
地方債 特定財源

１．かいてき～都市・生活基盤分野～快適に暮らせるまち

1-2.利便性の高い道路網の形成

活動指標

施　策

国県支出金



（単位：円）

公共下水道事業特別会計繰出
金

338,640,000 338,640,000
平成20年度整備面積
　宝積寺処理区　14.84ha
　仁井田処理区　2.72ha

農業集落排水事業特別会計繰
出金

104,228,000 104,228,000
接続戸数
437戸

宝積寺処理区管渠建設費 50,310,500 18,214,750 30,700,000 1,395,750
整備面積
3.32ha

宝積寺処理区管渠建設費
（繰越明許費）

96,986,500 29,720,000 67,260,000 6,500
整備面積
11.52ha

仁井田処理区管渠建設費 13,685,700 5,885,250 5,200,000 2,600,450
整備面積
2.72ha

宝積寺処理区雨水対策建設費 210,887,067 104,000,000 104,500,000 2,387,067
整備延長
111.1ｍ

宝積寺処理区雨水対策建設費
（繰越明許費）

147,491,967 73,150,000 74,340,000 1,967
整備延長
436.3ｍ

宝積寺処理区水処理施設建設
費

31,020,000 15,880,000 13,000,000 2,140,000

宝積寺処理区水処理施設建設
費
（繰越明許費）

83,960,000 46,000,000 37,900,000 60,000

1-5-4
浄化槽の普及

浄化槽設置整備事業費 25,292,000 15,174,000 10,118,000
町補助金で浄化槽を設置
した基数
65基

下水道・農集排区域外地域の
浄化槽設置数
　平成16年度浄化槽設置基数　826基
　平成22年度浄化槽設置基数　1,400基

1,129基

　新築、増築等の件数が年々減少し、それに合わ
せて浄化槽の設置自体も減少したため、目標件数
まで到達しませんでしたが、浄化槽を整備したこと
で、生活環境の向上及び生活排水による水質汚
濁防止の効果をあげました。

1-5-5
水洗化率の向上

水洗化促進事業費 720,465 720,465
水洗化率（％）
73％

水洗化率
　平成16年度水洗化率　64％
　平成22年度水洗化率　65％

73.00%

　水洗化・未水洗化台帳と台帳図の整備を進め、
データベースで作成・整理・管理しました。
　未水洗化全戸への通知発送及びアンケートの提
出依頼、戸別訪問を実施し、公共下水道が利用で
きる地区の未水洗化の解消に努めました。

事　務　事　業

平成20年度
施策進捗

活動指標 施策目標と基準値

　下水道管布設に当たっては、随時地権者や居
住者に説明会を開催し下水道の必要性について
理解を求めて実施しました。また併せて受益者負
担金制度や早期水洗化についても理解と協力を
求めました。
　よって、公衆衛生の向上や河川等の水質保全の
確保を図ることができました。公共下水道汚水管整備計画面積

（宝積寺地区対象面積：438ha）
　平成16年度整備済面積　　　154.8ha
　平成22年度整備面積　190ha

公共下水道汚水管整備計画面積
（仁井田地区対象面積：57ha）
　平成16年度整備済面積　　　49.3ha
　平成21年度整備面積　57ha

213.37ha

57.00ha

施　策

達成状況

１．かいてき～都市・生活基盤分野～快適に暮らせるまち

1-5.生活排水処理の充実

20年度決算額
財　源　内　訳

施　　策
国県支出金 地方債 特定財源 一般財源

平成20年度
事務事業名

1-5-1
公共下水道汚水管建設

1-5-3
水処理施設の拡充

宝積寺地区ｱｸｱｾﾝﾀｰ
汚水処理能力
　平成16年度1池　1,400㎥／日
　平成20年度脱水機増設

１棟

１台

　前年度の建築基準法改正に伴う設計内容の確
認に時間を要し、発注時期が遅れ工事費につい
て繰越が発生したものの、当初工期である平成20
年9月には工事を完成させることができました。
　汚水の流入量増加に対応できる汚泥の処理能
力を有することになり、安定した水処理が可能にな
りました。

汚泥処理棟建築　１棟
汚泥脱水機　１台

1-5-2
公共下水道雨水管建設

公共下水道雨水管整備延長
　平成16年度雨水管埋設済延長　42m
　平成20年度雨水管埋設延長1,773m

917.6ｍ

　累積整備延長では、目標より遅れているものの
駅西第１土地区画整理事業の進捗に合わせて計
画的に整備しています。
　宅地化の進展によって雨水処理が益々困難な
状況を迎えつつある中で、雨水を速やかに排除す
ることで浸水被害を防ぐため、雨水管の整備は必
要です。



（単位：円）

高額医療対策費 402,000 402,000
申込者数
1人

国民健康保険特別会計繰出金 96,068,645 53,002,982 43,065,663
国民健康保険被保険者数
7,831人

老人保健特別会計繰出金 31,244,000 31,244,000
老人保健受給者数
3,034人

県後期高齢者医療広域連合事
業費

163,472,253 163,472,253
町内被保険者数
3,123人

後期高齢者医療特別会計繰出
金

39,982,855 26,818,391 13,164,464
町内被保険者数
3,123人

赤ちゃん訪問事業費 1,133,117 1,133,117
訪問件数
283件

乳幼児健診・相談事業費 4,565,755 4,565,755
乳幼児健康診査受診率
97.8％

食に関する知識の普及事業費 1,887,761 89,400 1,798,361
食事を1日3食食べる人の
割合
89.7%

食育地産地消推進事業費 528,885 528,885
食育地産地消推進行動計
画策定

「簡単朝ごはんレシピ集」作成
事業費

1,500,732 750,000 750,732
簡単朝ごはんレシピ集作
成
3,000部

2-1-2
運動習慣づくり

運動に関する普及啓発事業費 252,000 252,000
各種運動教室参加者
1,711人

・定期的に汗をかく運動をしている人の割
合
　平成16年9月　38.3％
　平成22年度　　50％

・筋力アップ事業参加者数
　平成16年度　211人
　平成22年度　700人

35.7%

1,711人

　教室に参加している人達は運動する機会が増え
たと回答している人が多いが、全体のアンケートと
なると、運動をしていると回答する人の割合はやや
増加した程度です。身体を動かすことは楽しい、
健康のために体を動かさなくてはという声は多数
聞かれるが、継続となると難しいと感じられます。

2-1-3
こころの健康づくり

こころの健康づくり推進事業費 1,054,967 1,054,967
心理相談件数
73件

・年間相談件数
　平成16年度　70件
　平成22年度　200件

・育児中の母親がストレスを感じる割合
　平成16年度　20.6％
　平成22年度　15.0％

73件

23.6％

育児にストレスを感じる割合の増加に対し、交流の
場を設けることや、ストレスに対する相談の場を設
けることは、母親の安定につながっています。
　こころの相談では困った時に相談できる機関の
情報があることにより、早期に対処することができる
ので、いろいろな機会に周知することは、自殺防
止の一助となります。

2-1-4
たばこ・アルコール対策

知識の普及啓発費 80,850 80,850
成人の喫煙率
16％

・成人の喫煙率
　平成16年9月　22.0％
　平成22年度　 15.0％

・成人男性のｱﾙｺｰﾙ性肝障害の割合
　平成16年度　20.8％
　平成22年度　15.0％

16.0％

14.1％

　全国的に分煙が進めれており、施設内や敷地内
禁煙、時間帯による禁煙、喫煙場所の徹底等が行
われ、以前のように何処でも吸えるという環境では
なくなってきていることが喫煙率を減らす原因につ
ながっていると思われます。

活動指標

財　源　内　訳

特定財源国県支出金 一般財源

施　策

施策目標と基準値

事　務　事　業

・食事を1日3回規則正しく摂る人の割合
　平成16年9月　79.3％
　平成22年度　　90.0％

・食育地産地消推進行動計画策定

・簡単朝ごはんレシピ集作成
　　3,000部

　指導を行う場や年代が広がり、多くの人に指導を
実施することができました。
　学校の授業や親子活動でレシピ集が活用され、
教材があることにより、栄養士や保健師以外でも指
導することができました。
　食育、地産地消推進行動計画により、食に関す
る知識を広めることが明文化されたため、それぞれ
の立場で取組をはじめるようになりました。

89.7％

策定

3,000部

達成状況
平成20年度
施策進捗

地方債

2-1-1
正しい食生活づくり

平成20年度
事務事業名

20年度決算額

2-1.健康づくりの推進

２．いきいき～保健医療・福祉分野～健やかにいきいきと暮らせるまち

施　　策



（単位：円）

健康診査事業費 18,114,501 18,114,501
健康診査（特定健診・がん
検診）受診実人員
2,944人

生活習慣病予防事業費 2,983,746 755,106 30,660 2,197,980
生活習慣病予防教室等へ
の参加延べ人数
4,338人

フッ素塗布事業費 384,204 384,204
参加延べ人数
506人

特定健康診査・特定保健指導
事業

5,831,396 2,958,000 3,769,965 -896,569
特定健診の受診人数
1,593人

高齢者総合保健福祉計画策定
事業費

1,174,970 1,174,970 介護保険事業計画書作成

介護保険特別会計繰出金 196,189,000 196,189,000
年間延べ利用者数
　居宅系サービス 8,208人
　施設系サービス 2,540人

2-2-1
地域密着型介護施設の
整備

地域密着型複合施設整備費 48,066,000 33,000,000 15,000,000 66,000
整備施設数
1箇所

小規模多機能型居宅介護施設
認知症対応型グループホーム

1箇所
　地域密着型介護施設(小規模多機能型居宅介
護施設と認知症対応型グループホーム)整備が完
了しました。

介護予防特定高齢者施策事業
費

19,551,580 6,908,718 5,342,000 7,300,862
特定高齢者のうち介護予
防事業参加者数
14人

介護予防一般高齢者施策事業
費

343,768 186,750 157,018
介護予防事業参加者数
延べ1,006人

包括的支援事業費 14,552,680 8,896,837 5,655,843
特定高齢者数
164人

働く場確保事業費 9,500,000 9,500,000
シルバー人材センター会
員数
170人

敬老会事業費 12,008,799 3,010,000 8,998,799
参加敬老者数
1,079人

戦没者追悼式事業費 129,546 129,546
追悼式参加者
83名

老人施設入所措置費 17,510,113 17,510,113
養護老人ホーム入所者数
9人

緊急通報装置貸付事業費 3,843,570 3,843,570
緊急通報装置貸与台数
118台

在宅介護支援センター事業費 2,000,000 2,000,000
実態把握数
572件

低所得者利用者負担対策事業
費

198,000 198,000
平成20年度は前年度の精
算（返還金）のみ

高齢者等住宅用火災警報器購
入設置費助成事業費

35,740 35,740
申し込み世帯
８世帯

1.3％

4,338人

48.3％

30.7％

財　源　内　訳

特定財源

　高齢者実態調査の情報を基に、支援が必要な
方を的確に判断でき、必要なフォロー（独居高齢
者宅における緊急通報装置設置や、介護予防事
業への誘い、生活困窮・虐待の状況、認知症の状
況、閉じこもり者の状況）をしていきました。

215人

170人

2,521人

・ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ登録者数
　平成16年度　186人
　平成22年度　286人

・生涯学習講座参加者数
　平成16年度　896人
　平成22年度　1,949人

達成状況

　特定高齢者の方は、まだまだ元気であるとの意
識から参加は少ない状況にあります。
　一般高齢者介護予防事業には、自分で行くこと
ができることや仲間作りができることから、参加者
は増えています。

施策目標と基準値

　特定健診に移行したことにより、がん検診の受診
者が減少しました。特定健診は、対象者が国保加
入者であるが、未受診者に対する勧奨までには至
りませんでした。
　保育園や学校を利用しより多くの人に指導を行
い、たかねピアでは普段関わりのない世代の人た
ちへも指導することができました。
　食生活改善団体では、積極的に住民への啓発
に関わり、町の事業や独自の事業で活動を行いま
した。これらのことで、昨年より広い対象へ啓発す
ることができました。

介護保険新規認定者数
　平成16年度認定者数　234人
　平成22年度認定者数　311人

平成20年度
施策進捗

活動指標

　元気な高齢者の生きがいを支援する場としての
シルバー人材センターの活動は必要です。また、
敬老会のお祝いを多くの地域で実施されたこと
は、敬老者が参加しやすくなったことに加え、地域
活性化の面でも大きな意義がありました。

・5歳から9歳のむし歯で医療機関に受診
する割合
　平成16年度　0.5％
　平成22年度　0.3％

・基本健康診査受診者数
　平成17年度　2,450人
　平成22年度　2,700人

・小学校1年生でむし歯がない児童の割合
　H19学校保健統計　34.6％
　平成22年度　　　　　36.0％

・平成20年３月高根沢町国民健康保険特
定健診等実施計画書　30％
　平成22年度　50％

施　策事　務　事　業

・地域包括支援ｾﾝﾀｰ数
　平成16年度　0箇所
　平成20年度　2箇所

・要介護2～5の認定者数
　平成16年度　463人
　平成22年度　575人

1箇所

500人

施　　策

2-1-5
歯とからだの健康づくり

一般財源

２．いきいき～保健医療・福祉分野～健やかにいきいきと暮らせるまち

2-1.健康づくりの推進

地方債国県支出金

平成20年度
事務事業名

2-2-2
地域包括支援ｾﾝﾀｰの創
設

2-2-3
高齢者の生きがい支援

2-2-4
高齢者の生活支援

2-2.高齢者福祉・介護の充実

20年度決算額

（次年度に精算）



（単位：円）

福祉タクシー事業費 1,956,360 1,956,360
福祉タクシー券交付者数
163人

特定疾患者見舞金 1,305,000 1,305,000
見舞金対象者
87人

障害福祉サービス費支給事業
費

186,708,262 142,223,622 44,484,640
サービス支給決定者数
174人

補装具費支給事業費 6,337,969 3,750,000 2,587,969
支給見込数
88件

自立支援医療費支給事業費 36,596,625 25,125,000 11,471,625
給付見込者数
56人

障害程度区分認定等事業費 1,028,920 494,000 534,920
認定見込者数
19人

重度心身障害者医療費助成事
業費

28,939,563 14,558,340 14,381,223
事業の対象となる手帳所
持者
446人

2-3-1
地域活動支援センターの
設置

地域活動支援センター事業費 9,866,270 3,709,000 6,157,270
地域活動支援センター数
1箇所

障害者地域活動支援センター設置数
　平成16年度　0箇所
　平成22年度　1箇所

1箇所

　サービスを利用する方が増える中で、全ての
ニーズに対応できるサービスは困難ですが、対応
できる事業者の確保や、サービスメニューの検討
を行っていく必要があります。

2-3-2
障害者生活支援セン
ターの設置

障害者地域生活相談支援事業
費

9,170,000 540,000 8,630,000
障害種別
7種

サービス提供対象障害種別
　平成16年度　2種
　平成22年度　8種

7種

　関係機関からの相談等の情報が共有できること
は、相談者のニーズに即した支援につながり有効
です。

2-3-3
障害者元気プランの策定
と運用

障害者福祉計画策定事業費 138,000 138,000 障害者福祉計画策定
障害者福祉計画策定
　平成18年度　策定
　平成20年度　協議会設置

1件

障害者元気プランの計画策定を完了したので、策
定委員会はこのプランの進捗状況を検証していき
ます。

2-3-4
学齢障害児の日中活動
支援

障害児養育支援事業費 6,864,000 5,148,000 1,716,000
サービス利用延人数
1,478人

就学時デイサービスの実施
　平成16年度　1箇所
　平成22年度　1箇所

1箇所

　日中の支援は、保護者の負担軽減や就労確保
につながっているため継続していくことが必要で
す。

平成20年度
施策進捗

特定財源
施　　策 20年度決算額

事　務　事　業

活動指標国県支出金

施　策

施策目標と基準値地方債

２．いきいき～保健医療・福祉分野～健やかにいきいきと暮らせるまち

2-3.障害者福祉の充実

財　源　内　訳

達成状況

平成20年度
事務事業名

一般財源



児童手当給付費 239,765,000 179,267,664 60,497,336
制度の広報等での周知回
数
年2回

遺児手当給付費 702,000 702,000
制度の広報等での周知回
数
年1回

こども医療費助成費 60,366,331 30,785,405 29,580,926
制度の広報等での周知回
数
年1回

妊産婦医療費助成費 7,855,970 3,885,217 3,970,753
制度の広報等での周知回
数
年1回

ひとり親家庭医療費助成費 4,232,676 2,115,792 2,116,884
制度の広報等での周知回
数
年1回

不妊治療費助成費 2,808,541 2,808,541
制度の広報等での周知回
数
年1回

次世代育成支援行動計画後期
計画策定事業

498,750 498,750
意識調査（結果）票の回収
率
62.2％

児童館（みんなのひろば）指定
管理委託事業

13,000,000 5,407,000 7,593,000
みんなのひろばの月平均
利用者数
809人

児童館（きのこのもり）指定管理
委託事業

12,500,000 5,425,000 7,075,000
きのこのもりの月平均利用
者数
1,349人

学童保育所指定管理委託事業 18,000,000 12,000,000 6,000,000
学童保育所の月平均利用
者数
374.7人

達成状況

事　務　事　業 施　策

活動指標 施策目標と基準値
平成20年度
施策進捗

財　源　内　訳

国県支出金 地方債 特定財源 一般財源
施　　策

平成20年度
事務事業名

20年度決算額

2-4.子育て支援策の充実

２．いきいき～保健医療・福祉分野～健やかにいきいきと暮らせるまち



（単位：円）

特別保育事業費 42,365,100 17,495,000 24,870,100

一時保育年間延べ利用者
数(私立分)
917人

延長保育年間延べ利用者
数(私立分)
4,421人

たから保育園指定管理委託事
業

121,596,120 2,512,850 119,083,270
事業実施回数
12回

体験活動事業費
（ひまわり保育園）

198,009 198,009

農園体験年間開催数
12回
食育指導年間開催回数
8回

体験活動事業費
（にじいろ保育園）

141,452 141,452

農園体験年間開催数
15回
食育指導年間開催回数
8回

体験活動事業費
（のびのび保育園）

128,445 128,445

農園体験年間開催数
13回
食育指導年間開催回数
5回

2-4-4
育児情報の提供

「子育て応援隊」作成事業費 19,283 19,283
冊子配布個所数
9箇所

HP上の子育てQ＆A情報数
　平成16年度　115回
　平成22年度　185回

179回

　H20年度は、家庭教育支援チームを編成し、連
携を強化しました。メール配信も着実に増え、提供
する情報の幅も広まり多いの子育て中の保護者に
有効な情報を提供できたと考えます。

2-4-5
学校と地域が連携した子
育て

放課後子ども教室推進事業費 87,000 58,000 29,000
関わった地域のおとなの
人数
16人

学校支援ボランティア数
　平成16年度　0人
　平成22年度　18人／6校

194人／5校

　平成20年度は、「地域パートナー」と「学校支援
ボランティア」とを役割が重複するため、学校支援
ボランティアに統合しました。
　学校支援ボランティアメッセを行うことでボラン
ティアの意識の高揚が図られ、新たに2校に学校
支援ボランティアが新たに組織され充実してきまし
た。

育児支援家庭訪問事業 2,467,695 1,227,600 1,240,095
年間家庭訪問件数
62件

児童虐待防止キャンペーン事
業

2,793 2,793
児童虐待に対する関心度
（未測定）

施策目標と基準値

・保育園農園体験年間開催回数
　平成16年度　0回
　平成22年度　36回

・乳幼児、児童の食育指導年間開催回数
　平成16年度　11回
　平成22年度　28回

・長時間延長保育実施
　平成16年度　0箇所
　平成20年度　2箇所

・休日保育実施
　平成16年度　1箇所
　平成22年度　2箇所

・保育園運営委託
　平成16年度　0箇所
　平成22年度　2箇所

達成状況

40回

21回

２．いきいき～保健医療・福祉分野～健やかにいきいきと暮らせるまち

2-4.子育て支援策の充実

1箇所

1箇所

1箇所

　一時保育4園・延長保育7園（全園）・長時間保育
１園・休日保育1園・乳幼児保育（2ヶ月から3園）・
障害児保育全園で実施しています。通常保育の
ほかサービス利用者のニーズに合わせて提供して
きました。
　平成20年度は病児・病後児保育（自園型）を新
たに２園になりました。全般的に需要に対して供給
は足りています。休日保育は、それほど利用者は
多くなく横ばいですが、必要としている人がいるの
で実施していきます。

事　務　事　業

活動指標
平成20年度
施策進捗

施　策

特定財源

　自然に子どもたちのが食の大切さを身に着けて
きています。保護者は、保育園での日々の出来事
を聞くことで、こどもから学ぶということも出てきて保
護者へ直接的に働きかえることより効果が出てくる
と考えています。

財　源　内　訳

一般財源
施　　策 20年度決算額

平成20年度
事務事業名

2-4-1
保育園の適正な運営と保
育ｻｰﾋﾞｽの充実

2-4-3
食育教育の推進

2-4-7
児童虐待防止ネットワー
クの充実

国県支出金 地方債

・児童虐待件数
　平成16年度　21件
　平成22年度　10件

・相談件数
　平成16年度　237件
　平成22年度　280件

20件

362件

　要保護児童対策地域協議会を中心に虐待ケー
スの対応や支援をすることは、確実に展開できて
きました。
　虐待に関しては、起きてからの対応だけではな
く、起こさない環境を作ることが大切と考え、平成
20年度は、体験的学習としてワークショップを開催
しました。このことは、子どもたちだけではなく、保
護者の皆様にも好評で、より虐待に関する認識を
深めることができました。



（単位：円）

水道事業会計出資金 25,673,836 25,673,836
上水道普及率
98％

自然環境保全事業費 141,560 141,560
支援事業数
2事業

身近な自然環境調査事業費 178,642 178,642
調査活動参加者数
159人

水質調査事務費 738,360 738,360
水質調査検体数
58体

3-1-2
環境保全に取組む人材
の育成

エコ・ハウスたかねざわ運営管
理費

10,289,365 5,541,000 4,748,365
施設開館日数
303日

環境学習・体験指導員の登録者
　平成16年度　0人
　平成22年度　50人

16人

　木や竹などの自然素材によるものづくりグループ
『木楽倶楽部』を発足しました。「マイ箸づくり」や木
工教室の指導者、ボランティアとして活動しても
らっています。

家庭用生ごみ処理機器設置費
補助

194,400 194,400
生ごみ処理機助成金交付
件数
30件

可燃ごみ収集事業費 46,370,577 31,055,000 15,315,577
家庭からの可燃ごみの収
集量
3,634ｔ

生ごみ収集事業費 25,459,350 3,579,000 21,880,350
回収した生ごみの量
615ｔ

粗大ごみ収集事業費 756,000 268,000 488,000
委託により処理施設に搬
入された粗大ごみの量
97ｔ

資源ごみ回収事業費 16,327,500 123,900 16,203,600
収集した資源ごみの量
550ｔ

動物死体収集事業費 771,225 771,225
動物死体収集体数
113体

古紙等回収事業費 13,973,400 7,346,886 6,626,514
古紙等回収量
673ｔ

ペットボトル回収事業費 3,031,350 3,031,350
ペットボトル回収量
53ｔ

不法投棄物収集事業費 1,078,595 1,078,595
回収した不法投棄の重量
9ｔ

発泡スチロール回収事業費 980,483 29,269 951,214
発泡スチロール回収量
1,394kg

施　策

施策目標と基準値

・環境基本計画の策定
　平成16年度　未策定
　平成18年度　策定

・自然環境基礎調査（指標生物）参加人数
　平成16年度　0人
　平成22年度　300人

策定

159人

達成状況

　自然観察会や天体観察を行いましたが、天体観
察は天候により中止となる場合があるため、今年
度は目標達成できませんでした。
　既存事業の充実と併せて、新規事業にも取り組
んでいきたいと考えています。

一般財源

財　源　内　訳

活動指標
平成20年度
施策進捗

事　務　事　業

国県支出金 地方債
20年度決算額

３．やすらぎ～自然・生活環境分野～豊かな自然を守る安全なまち

3-1.自然環境の保全と創造

施　　策
平成20年度
事務事業名

特定財源

3-1-1
環境基本計画の策定と
運用

3-2.リサイクルの推進



（単位：円）

剪定枝等資源化事業費 438,249 35,340 402,909
処理量
3534㎏

資源ごみリサイクル事業費 371,420 371,420
交付件数
56件

廃食用油ＢＤＦ事業費 585,877 256,000 329,877
廃食用油処理量
3,623リットル

ﾘﾕｰｽ食器貸出し事業費 1,946,863 1,946,863
食器貸出し件数
34件

消防施設整備事業費 9,791,840 9,791,840
第8分団消防ポンプ車購
入

防災拠点施設整備費 2,967,580 2,967,580
整備した拠点施設数
6箇所

ハザードマップ整備費 3,617,250 3,617,250
ハザードマップの配布
9990部

防犯灯整備事業費 2,393,148 2,393,148
新規防犯灯設置数
114基

防犯カメラ整備事業費 793,000 793,000

防犯カメラ整備事業費
（繰越明許費）

2,499,000 2,499,000

仁井田コミュニティゾーン整備
事業費

4,945,500 4,945,500
カラー薄層舗装面積
542㎡

交通安全施設整備事業費 5,060,790 5,060,790
人身事故発生件数の減少
　平成20年度　146件

3-4-3
自主防犯組織の育成と
強化

自主防犯組織育成費 1,220,000 1,220,000
防犯活動実施団体数
24団体

・自主防犯活動（ﾊﾟﾄﾛｰﾙ）年間実施回数
　平成16年度　565回
　平成22年度　4,270回

・年間刑法犯認知件数
　平成16年度　466件
　平成22年度　420件

2,850回

342件

　各支部で組織している13支部の団体とスクール
ガード6団体、防犯連絡所パトロール隊4隊、交番
パトロール隊1隊に加え、青パト隊2団体が精力的
に活動し、町内の犯罪発生防止のため、2800回を
超える活動がありました。その結果、刑法犯認知
件数が対前年比で14件減少しました。

3-4-4
交通安全組織の育成と
強化

交通安全組織育成費 500,000 500,000
各種交通安全教室の開催
数
40回

・交通安全関係組織数
　平成16年度　61支部
　平成22年度　68支部

・交通安全活動年間実施回数
　平成16年度　35回
　平成22年度　55回

62支部

40回

　年間40回の交通安全活動が地域に根付き、定
着していることにより交通事故発生の減少に寄与
しています。

3-4-1
防犯灯の整備

防犯カメラの設置数
4基

防犯灯設置総数
　平成16年度　1,405基
　平成22年度　1,695基

1,999基

事　務　事　業 施　策

　防犯灯の設置に関しては、平成18年度から3ヶ
年計画により、中学校区分での通学路を整備する
計画を立て、年次ごとに整備をしました。また、地
域や学校からの要望に対応して整備をしていま
す。この結果、地域の防犯と交通安全に効果が出
ています。
　防犯カメラ整備事業に関しては、宝積寺駅東口
の犯罪を未然に防ぐために効果的な手段となって
います。遠隔操作により、高根沢交番にて映像の
記録ができるため、万一事件等発生の場合でも早
期解決の重要な資料とります。

地方債 特定財源 一般財源 活動指標

３．やすらぎ～自然・生活環境分野～豊かな自然を守る安全なまち

財　源　内　訳

国県支出金 達成状況
施　　策

平成20年度
事務事業名

20年度決算額

3-2.リサイクルの推進

施策目標と基準値
平成20年度
施策進捗

3-4-2
交通安全施設の整備

・交通事故（人身）発生件数
　平成16年度　252件
　平成22年度　220件

・人口10万人当たりの交通事故発生件数
　平成16年度　817.6件
　平成22年度　677件

3-3-1
防災体制の強化

3-4.防犯・交通安全対策の充実

3-3.防災機能の向上

3-2-1
リサイクル総合計画の策
定と運用

可燃ごみのリサイクル率
　平成16年度　33％
　平成22年度　40％

146件

639.9件

　交通事故発生件数でH19年が199件、H20年が
146件で対前年53件減少した。また、人口10万人
当りの交通事故発生件数もH19年が640.1件、H20
年が472.0人で対前年168.1件減少しました。

　地域防災計画を基礎として、消防団組織の強化
支援や地域連携・協働の精神育成や組織化を推
進しました。
　また、災害発生時の食料並びに物資などの備蓄
を実施したことは、地域住民にとって災害に対する
意識の変革や安心、信頼につながっていくものと
考えます。

28.80%

・防災拠点施設整備箇所
　平成16年度　0箇所
　平成19年度　6箇所

・火災発生件数
　平成16年度　　　　6件
　平成18年度以降　0件

6箇所

7件

　可燃ごみの収集量は微増であり、資源ごみも全
体的に減少傾向であったため可燃ごみのリサイク
ル率は若干低下しました。
　資源ごみの減少については、町民の発生抑制に
係る意識の現れであると思われます。



（単位：円）

農業災害対策特別措置補助 3,430,624 1,713,000 1,717,624
被害状況の把握・対策の
確認

4-1-1
循環型農業への取組み
推進

土づくりセンター維持管理費 46,835,250 11,086,000 2,792,218 32,957,032

牛糞尿(3,300t）生ごみ
（700t）籾殻(800ｔ）の処理
量
3,380ｔ

・有機・減減米生産面積
　平成16年度　8ha
　平成22年度　50ha

5.6ha

　２つの地区において平成２０年度より約１２５haが
取り組まれており、堆肥の活用や稲わらの鋤き込
み、減農薬による栽培が行われ、周辺への波及効
果が大きいものと判断されます。

認定農業者等育成確保対策費 78,010 78,010
町認定委員会開催回数
3回

担い手への農地利用集積事業
費

787,841 787,841
認定農家への農地利用集
積目標面積
62ha

農業振興地域整備計画策定事
業費

129,684 129,684
整備計画の策定
（平成21年度策定へ延期）

競争力強化生産総合対策事業
費

83,117,819 69,753,000 13,364,819
秀品率の向上
100％

園芸振興推進事業費 148,000 148,000
建設棟数
10棟

自給飼料生産振興事業費 22,126,000 22,126,000
飼料作付増加面積
181ha

粗飼料増産体制整備事業費 1,774,000 1,774,000 専用機械の導入

需要対応型園芸産地育成事業
費

4,970,000 4,970,000
梨棚の整備面積
15,779㎡

農産物直売農家指定事業費 188,671 188,671
農産物直売農家新規指定
件数
１２件

農地・水・環境保全向上対策推
進事業費

15,233,590 432,000 14,801,590
協定締結対象面積
1272ha

土地改良施設改修整備事業費 6,829,000 1,715,000 5,114,000
堰の欠損等
0件

元気あっぷむら整備事業費 24,216,781 24,216,781
事故の発生件数
0件

元気あっぷむら指定管理委託
事業費

28,747,849 28,747,849
年間入浴者数
288,179人

森林整備事業費 46,911 46,911
整備事業参加者
63人

松くい虫防除事業費 375,900 375,900
防除事業実施回数
2回

将来まで守り育てる里山林整備
事業費

2,056,724 2,056,700 24
整備面積
１．89ha

みんなの森づくり支援事業費 332,000 332,000
植栽の開催回数
2回

地域活動の拠点となる公共施設等
の木造・木質化事業費

7,000,000 7,000,000
県産材の使用比率
66％

地域における木の良さ普及啓発や
木の利用促進事業費

500,000 500,000
箸づくり講座開催回数
8回

施　策

・転作麦・大豆生産面積
　平成16年産　麦640ha
　　　　　　　　　大豆500ha
　平成22年度　麦1,100ha
　　　　　　　　　大豆750ha

・10ａ当たりの麦・大豆の収量
　平成16年産　麦300kg
　　　　　　　　　大豆168kg
　平成22年度　麦350kg
　　　　　　　　　大豆240kg

239人

2組織

100％

70人

麦575ha
大豆472ha

麦347kg
大豆155kg

　町の農業を支え、保全・発展させるためにも担い
手の育成・確保は重要です。
　現在も農地の流動化が進み、担い手への農地
集積が進んでいる状況であり、今後も引き続き事
業を継続しする必要があると思います。

　農業施設等の管理につきましては、計画どおり
実施されました。
　指定管理事業につきましては、民間の運営能力
が活用されておりますが、更なる経営努力が必要
であります。
　農地・水環境保全向上対策については、事業実
施地区やその周辺地域において、農村環境向上
への認識が高まりました。
　また、元気あっぷむら農産物直売所について
は、オープン以来２億３千万程度の売上を維持し
ており、主な販売者である高齢者は元気な状況に
あります。

・元気あっぷむら長期修繕計画に基づく工
事計画達成率
　実績なし
　平成22年度まで毎年度100％達成

・都市部からの体験農園年間来場者数
　高根沢秋の農家めぐりﾂｱｰ1回実施
　平成22年度まで毎年90人

　園芸振興推進事業費のアスパラガス栽培用パイ
プハウス導入につきましては、関係機関一丸となり
推進いたしましたが、目標に至りませんでした。
　競争力強化と自給飼料につきましては、計画ど
おり事業が完了しました。

・認定農業者数
　平成17年度　216人
　平成22年度　260人

・集落営農数及び法人経営体数
　平成17年度　0組織
　平成22年度　3組織

施策目標と基準値

事　務　事　業

４．げんき～産業経済分野～活力ある地域産業を育てるまち

20年度決算額

4-1-2
将来の農業を支える、や
る気のある人材の育成

4-1-3
経営安定を目指した生産
体制の改善

4-1-4
農村地域の再生と活力あ
る農村の創造

4-1.攻めの農政への転換

財　源　内　訳

地方債
平成20年度
施策進捗

特定財源 一般財源 活動指標 達成状況
施　　策

平成20年度
事務事業名

国県支出金



（単位：円）

4-2-2
町内企業の育成と支援

町中小企業融資振興対策費 175,000,000 175,000,000
貸付件数
28件

・町融資制度町内利用事業所数
　平成16年度　44件
　平成22年度　50件

・ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ認定件数
　平成16年度　131件
　平成22年度　144件

28件

173件

　先行きの見えない経済状況から、新規融資につ
いては手控えの傾向でした。しかし、町中小企業
振興資金の融資条件の緩和を図ったことにより、
資金が利用し易くなったので、今後、需要増が見
込まれます。

4-3-2
地域資源を活かした観光

観光振興費 12,515,657 12,515,657
観光客入込数
1,382,506人

年間観光客入込数
　平成16年度　1,301,729人
　平成22年度　1,431,901人

1,382,506人

　ちょっ蔵ホールについては、音楽に特化したこと
から、町の知名度アップに功を成しています。
　元気あっぷむらや、直売所への誘客促進のた
め、企業との連携した取り組み等が行われ、参加
者には好評でした。

4-3-3
商工会等の活動支援

商工会活動支援事業費 10,816,000 10,816,000
商工会経営指導回数
１,818回

・商工会経営指導回数
　平成16年度　552回
　平成22年度　1,000回

・空き店舗率の減少対策
　平成16年度　15.5％
　平成22年度　14％

１,818回

　商工会の目的を、会員事業所の繁栄・発展をは
かることに絞られ、巡回指導が強化されました。
　商工会において、限られた人的経営資源（職員）
の中で、肥大しすぎた業務にメスを入れ、本来す
るべき業務を峻別するなど、県商工会連合会の指
示のもと、見直し作業を行いました。

不登校児童生徒対策事業費 10,519,092 85,000 10,434,092
町内の不登校児童生徒の
通級率
38.71％

スクールバス運行費 12,000,000 12,000,000
バス台数
3台

スクールカウンセラー・スクール
ソーシャルワーカー活用事業費

5,156,575 5,156,575
相談件数
528件

小中学校情報管理事業 3,315,259 3,315,259
児童生徒利用日数
50％

小学校児童就学援助費 4,796,088 4,796,088
事業についての周知回数
年間１回

小学校特別支援教育就学援助
費

1,578,450 525,000 1,053,450
事業についての周知回数
年間１回

中学校生徒就学援助費 5,274,404 61,000 5,213,404
事業についての周知回数
年間１回

中学校特別支援教育就学援助
費

577,018 194,000 383,018
事業についての周知回数
年間１回

幼稚園就学援助費 22,797,300 6,193,000 16,604,300
事業についての周知回数
年間2回

小中学校教育振興事業費 3,107,430 3,107,430
申請件数
10件

施　　策

５．かがやき～教育・文化分野～豊かな心を育むまち

事　務　事　業

平成20年度
施策進捗

地方債

施　策

5-1.学校教育・教育環境の充実

財　源　内　訳
20年度決算額

達成状況施策目標と基準値特定財源 一般財源 活動指標国県支出金

4-2.新たな産業の創出

4-3.魅力と元気のある商業振興

平成20年度
事務事業名

４．げんき～産業経済分野～活力ある地域産業を育てるまち



（単位：円）

東小学校教室棟改修事業費 1,606,500 1,606,500
雨漏りによる内部構造材の
改修費の削減
0円

上高根沢小学校体育改修事業
費

1,900,500 1,900,500
窓ガラスの落下事故による
賠償額
0円

阿久津小学校普通教室棟改修
工事

3,675,000 3,675,000

雨漏りによる建物の改修費
の額を減らす（定期的なメ
ンテナンス費用のみ）。
0円

小学校屋内運動場耐震診断・
設計事業費

29,925,000 29,925,000
小学校４校・中学校１校の
屋内運動場耐震診断・設
計

学習内容定着度調査実施事業
費

1,768,704 1,768,704
学習内容定着度調査平均
点
70.75点

チームティーチング事業費 69,672,600 69,672,600
配慮が必要と判断される
児童生徒数への配置率
３２％

マイチャレンジ推進事業費 140,500 140,500
参加生徒数
318人

自然教室事業費 1,003,800 250,000 753,800
参加児童数
303人

体験農場事業費 893,767 893,767
参加児童生徒数
788人

生産者の素顔に迫ろう事業費 146,700 146,700
交流会実施回数
16回

学校給食賄材料購入費 140,451,800 140,451,800
学校給食における町内産
農産物等の使用比率
47％

ＡＥＴ事業費 24,150,000 24,150,000

外国語指導助手の年間授
業回数
１～２年生　15時間
３～６年生　35時間

小中学生海外滞在チャレンジ
補助

100,000 100,000
申請児童生徒数
１人

5-1-3
体験（自然・社会・生活）
学習の充実

　普段の学習がどの程度定着しているか、そして
基礎学力をどのようにして向上させるかを調査しま
した。
　また、様々な児童生徒に対してきめ細かい学習
体制を図るための非常勤講師を配置したことで、
学校生活及び学習がスムーズに送れ、なおかつ
学力向上体制を整備できました。

5-1.学校教育・教育環境の充実

70.75点

事　務　事　業

・改築　要改築　1箇所
　平成16年度　0箇所
　平成18年度　1箇所

・耐震　要改修　3箇所
　平成16年度　0箇所
　平成19年度　3箇所

・維持補修　対象　5箇所
　平成16年度　0箇所
　平成22年度まで毎年　1箇所

年間体験学習時間数
　平成16年度　569時間
　平成22年度　612時間

612時間

5-1.学校教育・教育環境の充実

平成20年度
事務事業名 平成20年度

施策進捗

５．かがやき～教育・文化分野～豊かな心を育むまち

5-1-2
基礎学力の向上

学習内容定着度調査平均点
　平成18年度基準平均店　70.8点
　平成22年度　72.8点

特定財源 一般財源

財　源　内　訳

国県支出金

　食材を作る自然と農業者に対して尊敬する感情
を多くの児童生徒が持つことにつながりました。そ
して、家族や自分に対する健康や生活習慣につ
いて考えるきっかけとすることができました。

307時間

47.00％

小学生における年間英会話学習時間数
　平成16年度　396時間
　平成22年度　516時間

784時間

施策目標と基準値

施　策

達成状況

　将来について考える機会、仲間との信頼関係を
築く機会、農業を通した食に対する機会を体験し
たことにより、少しづつ大人へと成長することに結
び付けることができた。

1箇所終了

3箇所終了

5箇所終了

　英会話学習は、外国人から直接指導や会話を受
けるなど、英語に慣れ親しむことで身についていき
ます。そのためには継続してAETを学校に派遣し
て英語に親しむ機会を提供することが必要です。

5-1-4
食に関する指導の充実

5-1-5
小学校における英会話
学習の充実

・年間食に関する学習時間数
　平成16年度　151時間
　平成22年度　306時間

・学校給食における町内農産物調達品目
数
　平成16年度
　主要食材20品目の内11品目100％
　残り9品目の使用率　26.8％
　平成22年度　50％

地方債 活動指標
施　　策

　改修工事が施工したことにより、児童・生徒及び
教職員が快適に学習活動できるようになり、安全
で安心な教育環境を確保できるとともに、地域の
防災施設及び社会教育施設等の拠点に適した教
育環境の整備が進められました。

5-1-1
校舎等の計画的な整備

20年度決算額



（単位：円）

青少年対象自然体験活動支援
事業費

708,788 708,788
事業参加人数
2,487人

森林環境学習支援事業費 527,210 527,210
事業参加人数
52人

ジュニアリーダー育成事業費 12,124 12,124
参加人数
81人

成人式典費 705,149 705,149
式典出席者数
298人

小山文化スポーツ振興事業費 2,141,000 2,141,000
申請者数
15団体

家庭教育推進費 65,000 65,000
学習会延べ参加者数
2,369人

5-2-4
若者の居場所づくり

若者の居場所設置事業費 275,369 275,369
若者の居場所設置数
0箇所

・居場所に集う若者の延べ人数
　平成16年度    0人
　平成22年度 400人
・居場所の設置数
　平成16年度　 0箇所
　平成20年度　 1箇所

53人

0箇所

　中学生に夢や希望を育むための講演会や、一
人で悩んでいる若者にどう接するのか考える講座
などの取組みを実施しました。
　居場所設置については根本的に見直し、当面は
悩む若者のサポート体制ができるように努めてい
きます。

町民ホール維持補修事業費
（屋根防水）

4,725,000 4,725,000
建物内部構造材の改修費
削減
0円

5-3-1
地域協働団体等の育成
と支援

地域協働団体等支援事業費 77,120 77,120
メッセ参加人数
248人

新規の育成数・支援団体数
　平成16年度　7団体
　平成22年度　50団体

27団体

　各地域にこうした支援団体が生まれるような行政
支援も必要ですが、既団体の充実した活動の機
会の場を提供していきます。

5-3-2
体験・交流活動の充実

体験・交流活動事業費 669,499 669,499
参加人数
2,521人

・自然体験年間参加者数
　平成16年度 1,000人
　平成22年度 3,000人
・体験活動年間参加者数
　平成16年度 44,849人
　平成22年度 60,000人
・交流活動年間参加者数
　平成16年度 1,740人
　平成22年度 3,000人

2,066人

50,990人

2,521人

　計画どおりの事務事業を達成することができたも
のと思います。当事務事業は、「5-2-1　自然･体
験活動への支援」とも関連性があることから、今後
は同じ目的とする事業は一緒になって進めること
を検討していきます。

5-3-3
生涯学習情報システムの
構築

情報提供・予約管理システム構
築事業費

3,410,261 3,410,261
生涯学習情報システム構
築進捗率
100％

・生涯学習情報システムの構築進捗率
　平成16年度　0％
　平成20年度　100％

・申請件数
　平成16年度　0件
　平成20年度　1,000件

100％

471件

　今まで電話や窓口で施設の予約や講座・イベン
トの申込みを行っていたものが、携帯電話やパソ
コンから気軽に、施設の予約や講座等の申込みま
でできるようになったことで、施設の利用者や講座
の参加者の増加が期待できるようになりました。

5-3-4
地域コミュニティ（小学校
区単位）による地域教育
力の活用

花いっぱい運動推進費 3,479,517 3,479,517
植栽事業参加延べ人数
3,000人

・地域交流ｾﾝﾀｰ設置数
　平成16年度　未設置
　平成19年度　1箇所

0箇所

　花いっぱい運動推進事業は、自治公民館や事
業所において定着してきています。
　地域交流センターは、当面は設置せず、地域の
連帯感を深めるための取組や地域資源の掘り起こ
しを行っていくものとします。

図書館整備費 32,151,152 32,151,152
年間貸出点数
520,035点

講座開催費 132,310 132,310
講座年間開催回数
20回

ブックスタート推進事業費 204,750 204,750
年間開催回数
24回

自然・体験活動参加者数
　平成16年度　2,362人
　平成22年度　4,000人

　小山文化スポーツ振興事業では、15団体の事業
実績をみると地域とのふれあいが深まり、子どもた
ちに大きな成果が得られました。
　家庭教育推進事業では、指標以上に多くの参加
が得られ、参加した保護者からの評価は高く、家
庭教育の大切さを認識してもらうことができました。

4,803人

基金を活用した青少年健全育成活動参加
者数
　平成16年度　7,396人
　平成22年度　9,000人

　年間貸出点数、講座開催回数は目標値に達し
なかったが、図書館職員が協力し、計画的に職務
を遂行したので、昨年度に比べ、年間貸出点数が
増加し、読書活動推進は概ね良好です。
　今後も３館が役割を分担し、児童館、保育園、
小・中学校との関係を密にし、ボランティア、関係
機関との連携を図っていくことを目指します。

施策目標と基準値

財　源　内　訳
20年度決算額

５．かがやき～教育・文化分野～豊かな心を育むまち

地方債 活動指標

施　策

達成状況

平成20年度
事務事業名

国県支出金 特定財源

8回

1クラブ

　計画どおりに実施しました。

一般財源

事　務　事　業

　青少年の体験活動を実施することで、親子のふ
れあいや家族の絆の大切さを学ぶとともに、家庭
を振り返り、親への感謝の心を養う機会の場を提
供することができました。

平成20年度
施策進捗

2,487人

5-2.青少年の健全育成

施　　策

5-2-1
自然・体験活動への支援

5-3.生涯学習の推進

5-2-3
地域・団体等の教育力へ
の支援

・図書館年間貸出点数
　平成16年度　514,828点
　平成22年度　530,300点

・図書館おはなしﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ数
　平成16年度　9人
　平成22年度　30人

・図書館年間貸出冊数
　平成19年度　394,182冊
　平成22年度　404,000冊

520,035点

21人

407,910冊

・巡回講座年間開催件数
　平成16年度　0回
　平成22年度　24回

・中高生のﾘｰﾀﾞｰｽｸﾗﾌﾞ設立数
　平成16年度　1クラブ
　平成22年度　2クラブ

5-2-2
地域リーダーの育成

5-3-5
読書活動推進とボラン
ティア育成



（単位：円）

町文化財保護推進費 2,289,485 2,289,485
補助金交付団体数
8団体

住民参画による文化イベント事
業費

92,568 92,568
文化イベント参加者数
1,889人

町民ホール自主事業運営委員
会による文化イベント事業費

4,090,531 2,611,900 1,478,631
町民ホール自主事業入場
者数
2,938人

文化祭開催事業交付金 1,000,000 1,000,000
作品展示・発表者数
1,697人

5-4-2
体験型・伝統芸能子ども
教室の開催

体験型・伝統芸能子ども教室開
催事業費

392,674 392,674
参加者数
929人

・体験型教室年間参加者数
　実績なし
　平成22年度　100人

・伝統芸能教室参加者数
　実績なし
　平成22年度　100人

258人

603人

　目標値を大幅に上回る参加者が得られました。
　しかし、町の伝統芸能を後世に伝えていく指導
者の協力が難しい状況にあり、今後事業のもち方
に検討を加えます。

トレーニングセンター整備費 22,218,000 22,218,000
建物内部構造材の改修費
削減
0円

5-5-4
指導者の育成

研修会開催事業費 91,477 91,477
研修会参加者数
のべ７４名

地域ｽﾎﾟｰﾂ指導者数
　平成16年度　15人
　平成22年度　55人

50人

　ほぼ計画どおりの事務事業を執行することが出
来ました。

町民体育祭開催事業費 1,200,000 1,200,000
町民体育祭の参加者
のべ8,104人

各種教室開催事業費 389,600 389,600
参加人数
のべ849人

元気あっぷマラソン大会交付金 2,080,000 2,080,000
参加者数
1,638人

達成状況

財　源　内　訳

国県支出金

・町民ホール利用率
　平成16年度　52％
　平成22年度　60％

・町民ホール自主事業参加人数
　平成18年度　3,689人
　平成22年度　2,800人

平成20年度
施策進捗

78％

2,938人

町民ホール事業は、運営委員会の積極的な活動
により幅広いジャンルで企画し、文化芸術の普及
に努めることができました。

　いつでも誰もが手軽に参加しやすいよう、各種ス
ポーツ・イベントなどを開催できました。
　町民体育祭・元気あっぷハーフマラソン大会は、
地域の方々の協力や世代間の交流など地域づく
りにも寄与することができました。

10,591人
スポーツイベント参加者数
　平成16年度　8,341人
　平成22年度　10,500人

一般財源 施策目標と基準値特定財源

施　策

活動指標地方債

事　務　事　業

５．かがやき～教育・文化分野～豊かな心を育むまち

5-4.文化・芸術の振興

5-5.生涯スポーツの推進

5-5-5
スポーツイベントの充実

施　　策
平成20年度
事務事業名

5-4-1
住民参画による文化イベ
ントの運営

20年度決算額



（単位：円）

町制50周年記念式典費 578,423 578,423
式典実施回数
１回

「たかねざわまちあるもの探し」
事業費

3,759,735 1,652,500 2,102,235 5,000
事業認定申請件数
４件

町制50周年記念公開番組開催
費

787 787
公開番組実施件数
1件

6-1-1
まちづくり基本条例の制
定

まちづくり基本条例推進費 932,400 932,400 まちづくり基本条例の制定
まちづくり基本条例の制定
　平成16年度　未制定
　平成19年度　制定

制定

　平成２０年６月１０日議決（制定）、同日付で公
布・施行しました。また、町民のみなさまへお知ら
せするために手引きを作成し、新聞折込みにより
全戸配付しました。

住民協働推進計画策定費 492,986 492,986
住民協働推進計画の策定
策定開始

たかねピア推進事業費 206,000 113,000 93,000
事業認定申請件数
1件

6-1-4
地域担当制度の創設

協働推進事業費 151,200 151,200
職員研修会開催
４回

地域担当制度の住民ニーズ
  平成16年度　0％
　平成22年度　74％

未測定

　協働推進計画の策定作業は平成２０年８月２９日
に開始しました。まちづくり基本条例の検討と同様
に、町は会議の円滑な運営を支援していますが、
本施策を含め個々についての具体的な検討には
至っていません。

6-2-1
男女共同参画計画の推
進

啓発活動事業費 67,906 67,906
講座、説明会等参加者数
133人

男女共同参画リーダー育成講座参加者数
　平成16年度　100人
　平成22年度　900人

133人

　定期的に広報誌への情報提供や男女共同参画
にむけたセミナーの開催により、女性がいきいきと
輝いた毎日を送ることで、周りの方との人間関係も
よくすることを学習できたことは事業を実施した成
果です。

町政だより発刊費 2,153,363 2,153,363
町政だより発行回数
24回

広報たかねざわ発刊費 6,391,548 175,360 6,216,188
特集記事掲載数
5回

元気ネット整備費 2,298,450 2,298,450
ビジネスイーサ接続施設
数　7箇所
ハウジングサーバ数　11台

予算のあらまし発刊費 2,024,400 2,024,400
予算のあらまし印刷部数
10,300部

6-1-2
住民協働推進計画の策
定と運用

住民協働推進計画の策定
　平成16年度　未策定
　平成20年度　策定

未策定

　協働推進計画の策定作業は平成２０年８月２９日
に開始しました。まちづくり基本条例の検討と同様
に、町は会議の円滑な運営を支援しています。
　たかねピア推進事業については、申請はハード
支援事業１件のみでしたが、一連の事務処理を的
確に行いました。

施　策

国県支出金 特定財源 一般財源 達成状況

事　務　事　業

活動指標地方債

財　源　内　訳

平成20年度
施策進捗

　分かりやすい情報提供や提供量の増大を進める
とともに、必要なときに情報が得られるよう、イン
ターネットや携帯電話を活用した情報提供に努め
ています。
　広報活動の中心に位置づけられる「広報たかね
ざわ」や「町政だより」は、質を低下させることなく、
内容の充実に取り組んでいることが、満足度調査
の評価維持につながっています。
　また、電子媒体においては、タイムリーな情報提
供、見やすい画面構成がアクセス件数の増加に
つながっています

施　　策
平成20年度
事務事業名

20年度決算額

施策目標と基準値

6-2.男女共同参画の促進

103,457件

95.0％

6-3-1
行政情報の発信

・町ホームページの年間アクセス件数
　平成16年度　72,606件
　平成22年度　92,000件

・広報たかねざわの満足度
　平成16年度　54％
　平成22年度　65％

6-3.行政情報の共有

6-1.住民と行政の協働の推進

６．やるき～地域コミュニティ分野～まち普請元年－自助・共助・公助－



（単位：円）

職員研修費 948,080 948,080
研修参加率
60％

政策マネジメントシステム推進
事業費

945,000 945,000
定量化した経費（業務）の
数
472件

監査事務研修費 23,900 23,900
随時監査の実施
1回

選挙システム導入費 787,500 787,500

選挙準備、期日前投票確
認事務の時間外勤務時間
の削減
223時間

議員研修事業費 807,900 807,900
調査事務件数
8件

広報特別委員会研修費 86,850 86,850
先進地視察
1件

議会だより発行費 1,148,337 1,148,337
誤報件数
0件

一般財源
施　　策

施　策

施策目標と基準値
平成20年度
施策進捗

達成状況

平成20年度
事務事業名

20年度決算額

活動指標

財　源　内　訳 事　務　事　業

その他

国県支出金 地方債 特定財源


